
意見書

平成  22年 3月5日

総務省情報流通行政局

放送政策課 御中

郵便番号 100-6104

とラ曾ょうとち t: (ながたちょラにちょラめ

住所東京都千代田
ょ

区永田町二丁目  11番 1号

氏名 ISDB-Tマルチメディアフォーラム

議長蘭梓拝

「携帯端末向けマルチメディア放送の実現に向けた制度整備案」に関し、意見提出の機会

を頂き、厚〈御礼申し上げます。以下のとおり意見を提出します。

意見公募対象である「携帯端末向けマルチメディア放送の実現に向けた制度整備案」につ

いて、以下のとおり意見等を述べさせていただきます。



別紙様式

数翁儀所� | 意民

第i芸!i11 (4頁} 特定基地主基の館設に関する指針 ;綴設計爾の認定の事務をすることができる帯域!隠そを 

14. 5MHz~ごし、申請の数が 2 以上の場合は比較審査により

五. 特定基地局の円治な関設の推進に総ずる事項その偽� I，の申諸に対してするものとすることは、エリアの能慾的

必婆な護持壌について !な拡大及びマーケットの早期醸成の観点からも適当であi
ると考え賛同いたし家す。� I

;電i g.l1率軽的な示科i硲章傑のための筏術毒導率入を認定喜袈喜件[こ;波波の脅能� 用E

するこtど:1にこついては適さ浅話であると考え、� 14.5間Hz幅を� 

ISDB-TI綿一方式で提供することで送信機は� 1合で行うこ

と安可能とするため、送信所の幾設などといったインフラ

設機コストを大穏に低減できることから早期ヱリアの拡

;大やサーピスの早期醸成!こ事寄与できると脅えます。また、

連絡してセグメントを琵鐙で寄ることから，ガ…ド・バン

ドを不要とし周波数の有効利用につながるという新点か

らも能率的な電波利用を確保する� ISDB司鴨方式iこする必

要があると考えます。



!i.I~紙縁式

難箆寄

平成 22年 3月 513

総務省情報流浪行政局

放送政策課又iま放送技術課 榔 ct

察使調書革審 150-0011 

〈品、替がな〉 とうをようとしぶやくひ昌、 

4主義青 東京事事渋谷区東 3・22-8サワダピ JI..4F

〈ふりがな〉 もiまいるRζんてんつ・ふ畠ーらむ

氏名 一般社団法人モバイ1¥..-:::Jンチンツ“フォーラム

代表理事小川善量産 

rj]襲警野義務次向 Itマルチメディア放送の実務iこi勾iすた斜語霊祭儀案 JI=欝し、溺紙のとおり主義 5患

を援おし診す。



思IJ紙 l

「然絞殺傍線貝Ijの一議s'a:改lETQ省令言霊祭の電波監理護憲普議会への機関� 

2えぴ該省令災その他の機幣端末i部t"'?，レチメディア放送の実現iこ向けた


制度懇意議案;こ対する意見事事主義j


に対するi童九


この度;土、渡見提i誌の謀議会をいただき感謝ゆし上げま寸。以下のように;な5乱含提出させてい

ただ昔きますので、よろしくご資収のよご検討いただきますようお緩い取し上げ己主十。

該当儀所� 3意:見� 

11) 207.5附17.以Jヒ222縫17.以下の周波数金総� i該当鰯燃はおけるそれぞれのi辻綴カパ」率的事療について、その要

舟する特定委主主主主警の開設に測する浴針案� I求レベノレをよげることは、特定基地主唱の設滋設童話的負担が大きくな

三 ミ基義定寺普定基地問。う語3窪主主び詳暗殺時期に 号、その投後去をおの[!j]l訟を厳密に行うほどに、結果的にエンドュ…

援する事王国 ザの受信するための料金魚秘書翼の上昇、務長政事!~車のための料金と昇、

や慾主義主量供事業者(1)1寄託放送事費長殺に対する重連続料金のよ若手、など

を招〈とともあ号待るため、雷主主華経F警官?言語エリアとそのェヲアでJi'1:� 

iこ受信者の者霧車会ニーズiこマッチずるよう、考rH重されるべきと考え

る。そのため、絞当笥j芳マ?重苦主党される� m:字書カパー率的感激を緩殺す

るか、受託放送育評議長者の投資食事長に縁えられる程度に段総額jに引き� 

kげられるような事が怨ましいと考える。

昨今、淡々 機i鴎信事業者め豊造営破綻士事がヲ量生しているように、

裂を機カパー織の重要求によ引で、受託主主主芸者許業者が後� lと万が一破綻十

るような事態になると、エンドユーザおよび委託主主送事淡若手や審総

供終訴が閑窮するだけTある。� 
卜一…� ι 

11) 20'f.511Hz以� 1:222滋1z以下の阿波数を事長� j当法人'¥."1立、縁者E語車線開?のコンテンツ・サイト密主主業とする会員

沼する特定基地f請の関設に関する綴針案� i が多数存合十る。該当 f鶴湾rrにおける r~イ常設縫を〆是認舗において際災 

))IJ表第:三 静建設計i面的総主主の比較務ヨ援基市 !ぷ害事』えさせるためのま十遜の内若手がよ号先3壊していることJとあるよ� 

2受信設備の慨に濁す開演� 1うi ijiにこ、紋榊僻様琳末!向主母制けす?引/ルレチメげデイア放縦送が、瓜以〈普瓶及

E 然設山予来託るよう;に包亘言話苦でき受主4 ζすることを身媒喜雪摂号するe

また、主草花、機帯電祭ffl]けに製作している各種のとコンテンツを、 w
員長る限り、� i奇襲義}こ、改編することなく、叩ノレチメディア主主送波にA指

せて語ol芸し、主主f首・ダウン宮山ドしたコンテンツが、そのまま毅帯

電話で準時刻できるような受信設機となるように綴恕する。� 
3トー………� 

20'{.5附Iz以上� 222泌12.以下の周波数を後� I:受信設織においては、あまねく公乎;こ凝組が視聴ヤiきる環境を話連総

用する草寺 ~J誤認邑局の開設立に関する手設費tB詰 |ずべきであると考える。終絞め受託放滋務当走者あるいは委託放送機 

LJlU表第三 関設計画の総絞め比較務復縁態� i業制液供する数総L..持L臓できない受縫紋備が提供された湯令、� 
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3受託放送役務の縫供に隠する者許可護

{該当然し)

すべてのレイヤ-(受託意先送事業、委託放送事業、番組提供者事業、

サイト滋殺事;淡}の車道争潔携に大きな慈影響を与えるため、を霊童量約

な生息絞を利j話して特定の宅害総の被害撃に滋定することをき童話話するよ

うなととが行われないよう、受託放送事業者の実務として委託主主滋

議室意義のF号機な霊童号室のまとめどのような施策を計重量しているかについ

ても、考善後主主重量としてi皇おされることを要望する。

告人では、選撃手普口ンテンアプEパイダが会長として多数存在し、

絞め事毒事詰ま韓米i持It"<'ルチメディア放送へ丹弱与としては、委託放� 

t監察3義務もしくは3害総3話作緩徐容コンテンツ提供の立場となる。特� 

}ζ害義革まとなるととが多いと怨定され、今後予定されている委託放送

務3繁華?のやま事および決定にぎるプ担セスにおいて、番組コンテンツ

盤警告毛織の;叡をその脱皮に浜映する機会を頂けるよう、同様のパプ

!)，ク泊メントの義葬祭がtiわれることを要望する。� 
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意見書

平成� 22年� 3 Jl5日

総務省情報流通行政潟

放送政策課録中

ぜんこ〈むけいたくじ.:よろしゃれんらくゑ也、

氏名 余国向け委託事業宥連絡会

「携帯端末向け?ノレチメディア放送の実現に向けた制度整備然jに関し、� 

5.J'J紙のどおり意兇を提出します。

童話事異

、←F



務当箇百i 意見� 

207、掛z以上抑制h以下σ泌識数密検泊 |今般 r レナメディア赦めとして、影たlどその定義が設内れる事から'VJ

する特定墓地局的関数閣する問機� も務らかなように全く絞しい附メディア去して実用弛刊されるもおi
であります窃

三 受託金者遂役務� 

2 委託主主滋議務の円滑な渓潜のための !従って、委託放i基本業者t艇の主差点で鋭た場合でも、番線ニコンテンツそのも

滋納に隠する議員違法CF今後の計悩� iのめ紙作や、そめ番総務停淡討す、番組送信器著書畿な斥マノレずメディア主主送丹i

。〉技術開発と、メーカ等e5ま絞殺棋を事r裁に事問機するa必要があ勾ますα

一際設針謝。〉適切性lkぴ官十滋完遂c擁議

告主� 設立今闘の� fマルチメディア放ポj内線入仁おいては、これまでのお$や

地口幣的新しい放送サービスの導入時織においては通例であ勺た、実験潟、

3受託放送執務的機供I.'::'fiiiる事綴 放送試験線、また実照化試験滞在還とた高剰の試験運認祭しiにその本放

議サーピスがf鵠蛤がれる事ちま堅議:されます。

受託1il1l曇役滅的料金その鋭的提供長仲町

設定がt会令に然ちし適正々ものになると� i縫って、 段i立携に党総織の普及iていない本ザ_.r:"ス然始ぬ遂事jにおい

見込まれるこ� ξその1ttl，香託主主送懇織の円|ては、銃器技入や'iイ料欝紛のな入;主主勺たく期待ぞきません0)で、受託裁

ま誇な造事営のための耳量級に綴する骨抑的か↓送役務的料金その他的援を終殺体的設定が、盤機t礎的普晶状況仏自民わらヂ受

つ其体的な計E霊を脅してい品ニと� ;;f放送事業者約絞益的緩点で絞設された議合は、""~!'"送事業者約絞主主l立

大法厳しくなる宅復が総怨されます“

モこで� f去を絞紋送役務的機器キ1，関する事1議jの議査においては、� f委託放

送業務のf号機な滋営のための耳元総に簿する社協がより充実していること� J

の中iこは� f受領機的普及状訟をそ謀議議した書託放議事銭的経常環境刊の総量生

がより大きい事jを含めて審査される上う強く聖書撃します� また、受主主主主b

3!.J:It;聴者と事託放送事事患者問的接続J ンクープエースの柔軟役者審査基準

の追加を響き悲します。� 

(~'I 荷主 1 1)開設滋針案 

jjlJ雲母第一� 1-3

犠打線� 11) 開設指針総

意11表第三� )-3

3審議毛球送事業者による多滋な秒、� rス生産鉄を促オ為、接iit綾送事業者への

魚仰を可能な!翠η低減する必要があη設寸。

そ」で、告をiE放送卒業者。》華客ま主的審査にあたり、委託放送移講者� 0，希望に

よち‘畳間l欣i最象業者主fニ?玄関係する事業者がブラットフ斗 ム事費綾{認

続当課金代行を鷺'J) 脅斡肱または緩徐する計約を有していることが記、事E 

ti!lbtc抗



207.5級i箔以上2:i出緩lz1i1下町長寄液数を健局� Il弗帯主描3転向けマノレテメディア放送の費税に肉けた静IJ!ま膝備に協する基本的

する特定拠地f誌の濁設ι潤する総鈴擦の |方針によると!時間や周渡数帯蟻食品軟に納J胤サることにより、映盤・音

全般 |機・ダ日夕噂の機々な情報を柔軟に組み合わせた、従来にはない新しい放 

i按梯劇的索現が期待されるものであるJ及tF[このため、規擦の検討に当

たっては、ド毘られた周波数を利用して事織品審議後ぷ務入し、砂、事量・音響・

データ宅専の様々 t~惨殺を柔軟に緩み合わせて紋王監帯主立を整監事もできるよう主

枠総みとすることが必要で島るj と示されています均

縫って、事援主事業者が公平ι番総提供を腎昔話とする枚組み等キ賢官主放送

紋織憾の書量供、及tF喜重宝匡境格 ARIB-5TD や議鮒土議員~ ARlB-T車線療の公平性自

主宣告換を‘� 5正請t放殺事業者選定的審査基滑に高措置韓閣i!cたい粛



霊草紙幾三芝

総務守蓄積報流還行政局

放送政策課練中

放送技術襲 撃事中

芸家� 5主 餐

平成22年3月4日

とラtきょうとみなと〈ろで3ほん'" '!>包tまん者ぜひるずもりたわー かい

住所東京都港区六本氷6-10-1 六本木ヒルズ森タワー� 33階

かぶしきがいしゃ ない

株式会社J-WAVE内

ど〈切っ しゃめでいおかいは令けん宥ゆラかい ざちょラ おがさわら とおる

氏名独立FM15投メディア繍発研究会座長小笠原 徽� 

f携事務端末向けマルチメディア放送の実現に向けたおi度議議案j に認し、霊草紙の

どおり意見を提出します。

なお、� F独立FM15社メディア綴発研究会j の会員構成については以下のとお

りです。

〈独立� FM15社メディア喜望奨研究会 会員構成〈線不同)> 
株式会社ヱフエム・ノースウヱーブ 新潟猿氏エフエム放送株式会社

株式会社ヱフエムナックファイブ 株式会社ペイエフヱム

エフヱムインターウェーブ株式会社 繍浜エフエム放送株式会社

株式会社エフエム富士 株式会社ZIP-FM

愛知国際放送株式会社 株式会社エフエム京都

株式会社� FM802 際滋インターメディア株式会社

株式会社CROSS FM  株式会社九州麗擦エフエム

事章式会社� J-WAVE 以上、会� 15社

く艇長〉 小笠原 徹〈株式会社� J-WAVE代表取絡役社長〉� 

1 




.!llj紙

該当箇所 意見

全般  今@]の制度整官筆家では、昨年 3.FJ(こ示された基本約方針による地方ブロック向 j 

11ナ放送 (VHF-LO帯都)に関しては示 dれておりません。 一方、ラジオ放送の将来|

像について糠々検討が始まり、音声放送の重要E憶が指摘されています。

また、諸外留においてもデジタル盆ラジオ放送、受信機の3起用化、官普及が遂行し

ており"*す。

昨年  7月の意見募集の際にも意見警を提出しており家すが、今後、地方ブロッ

ク向け放送作付F-LOW~害) Iこ秘する制度幾備を進めるにき話たって!之、これらの動き

を滋祭しつつ、我々脅筒放送毒事量産者が窓Jsを擦ベる機会が得られるようご自elJ撃を

お願い激します。

w.よ
 

2 




灘毘 書

平成  22年 2F.l22E1

総務議機事義流遂行政局

放送激策課又は放送技綴篠御中

郵便番号  101-0061 

住所東京都千代銅器E三崎町 1-3-12

水道橋どん 9燃

〈ふザがな〉ざいだん{まうじん にほんしょうひしゃ審ょうかい

氏名 財団法人 日添消鐙者協会

広報部三浦俊子

「携務総米i却すマルチメディア放送の実現iこ潟け?と雪崩i皮懇畿案JIこ演し、溺紙

のとおり滋5患を提出します。



1 ~話協会は、昨年 8 完 (J)パブリックコメントの時に、 f各携帯警察謡の端末へ

のサービスの加入があるかないかによって受信できるマルチメディア放送

の番組に遠いがあることなど、視聴者を密い込むような形態を認めない佐

絡みや事講義務の取り組みを頴待しま-9Jという意見を提出しました。� 

2 携帯霊童話は今や会てのi高裁穏にとって� f必需品」です。� iこも拘わらず、

携帯電話業界では、各事業者が際分に有利な点ばかりを強調して加入させ

たよで、事IJ用できないサービスがあるということが後になって分かり、解

約しようとすると違約金が必要な場合もあり、ご相談も頂いています。淡

愛者に対して十分な正しい情報を与えずに密い込むような仕組みがしiまし

ぼ見受けられます。� 

3 今回の携事務端末向けの新しい放送についても、携帯電話築業者ごとの思

惑によって、災なる技術幾絡が導入される可能性があると僚いています。

しかし、こういう技術規格の争いに演し1:"1念、過去にもどデオデッキ� (VHS

対s)や次世代� DVDなど、芸能界の都合による規格争いに淡費者が振り田

谷れ、不利殺をこうむった歴史があり、今や必擦品となった携帯電話で、

閉じようなこどが起きることは絶対に緩けるべきと考えます。

ヰ この点、今回の苦手j度整備業は、比較審盗を経て最終的!こ技絡規格を� 1つ

に絞り込もうとしている内容のようであり、これまでのように、事業者毎

!こサービスがバラバラになることを滋けることができるという意味からは、

消紫著者の立場に立った提案と評仮することができ、賛成したいと思います。� 

S そして、想定しうるトラブルに対応する� f相談窓口j のようなものも必

獲かと考え設す。トラブル発生時の� f実任分担j も明確にして獲きたいど

ころです。� 

6 今後i泳、実際のサーどスを提供するソフト事業者の滋1をも進められると

思いますが、その手続においても、講義界の都合だけに配慮するのではなく、

浴室ま者の立場にも呂配りをした制度や纂象者の取締を期待します。

以上



議設F札護事

平成� 22彩� 3)司5日

総務~"I榊昔話集退行政局

主主iま政策謀 者筆中


放送技術稼 


務官霊平静珍:告4538

ふりがな ふりーもんと緩るばいど、ずいーと‘ふりーもんと、かηふ創るにあ� 

:48377 Fr棚� ontBlvd.，Suitc 117，Frcmant，CA吉4538

ふりが訟 かみーるぐらいすき、びーえい勾でいぶれ乙守んと、ふろーふおーらむ

氏名 〈主主1)Kamil Grajs主i，PhD.，Presi出れtFLO Foru隠� 

f携帯5錨オミf印t-'"ノレチメディア去な記遣の実現に向けた箱詰f主主義自簡裟J.こ殺し、別紙のとお呼 3霊3乏を提� 

wします。

注� I i恋人3えは肉体にあっては、その名称、及び代表者(f)氏名令官官級すること。

11番とすること務監114手A羽紙の大きさは、自ヌドヨ:書長銀絡2 Y然� 紙にはページ数4患を昔日織することc 



亡事:問	 ご落合% 

11) 

容器絞指針業

別淡第三 

1-2 

思IJ表第三 

1-2 

(受信政{綴の普

及iこ認する務

頃)

FLO Forum f土、務議紋計画の繁華王ブ:二1 スにおける基準は以

重重要と考えます。

1.毒事業者が採用する技術がグ o…パルスタンダードである

こと。これは臼本箆およびその他海外?とおいてもネットワ

…ク織成機器、受信端、五択の{伝説老化に繁がると考えま1'， 

2 	市場におけるイノベーションの促巡、長期の家業継続性、

消費者(エンドユーザ-)、産業、校長話へのまを飲度。特に

ぎを{言端井との効率約えと電力消授が実現可能な技術の採用に

替53霊することは、結糸、治奏者の利便性促進に寄与十ると

考す。  

2 



意見書

平成22年3.fl5S

総務省情報流滋行語支局

放送政策縁、放送技術課綴$

郵便番号 100-8631 

とうきょうとちょt::(おおて荻ち

住所 東京都千代国広大手町トト1

ぷいえいちえふろうたい絞るちめでいあほうそうすいしん曹ょうぎかい

氏名 VHF-LOW帯マルチメディア放送推進協議会

はとりみっとし

代表現鳥光俊  

f携待機*1均 iナマルチメディア放送の実現に向けた爺IJ度整備霊祭 JIこ潟し、 ~IJ紙のとおり意見

を提出いたしまサ。



… 該当鋳所� | 一一一一一一一一一竺見 一一一一一=:J
j霧準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に� j平成21年10月jこ情報通信審議会より害事ま辞された、 VHF努";(J(...チメディア放送方式|

関する送儀の標準方式のー郡安改正する省令|では、な07.5MHz以上222MHzのマルチメディア放送に加jし90MHzから1081

案策3章のニ� 1Mトizlこで、 ISDB…Tsb方式表用いるマルチメディア放送も含まれていますQ

今闘の標建裏方式の改正案には、� 90Mけまから108MHzの放送方式が含まれていま

せん。間帯域でのマルチメディア放送の索現を自滋し各種検討を進めているさ話協議

会としては、今鶴間帯域での送信の標準方式!こ係る制度整備が行われなかった混

|闘と、今後のスケジスーんをお伺いしたい。 

207.5MHz以上222MHz以下の周波数を使用す;綴波数有効利用の観点から、導入する放送方またはひとつの方式が望ましいと考え|

る特定築地局の開設に関する指針楽 |る。

また、今後VHF-しow縛マルチメディア放送を原始するにあたっては、ワンセグを

含む地上デジタルテレビジョン放送、� VHF-HIGH帯マルチメディア放送、� VHF-し� 

ow事マルチメディア主主送をより安錨な共用受僚機で受信できることが、ユーザーメ

リットにもつながり、かつマルチメディア放送金体のメディア綴鐙を高めることに事務与

するものと考える。

従って、� VHF-HIGH帯マルチメディア放送!こ導入する放送方式としてi立、これらと

貌和性を殴った方式が窪ましい。� 

-2-



別紙様式

毘 官
官

ニ""ニ
E皇室.....、

平成� 22年� 3Fl 5B 

総務骨量情報担託送行語支局

放送政策綴又は放送技術課 あて

〔ふりがな) ぷいろ…たいぜんこくぷろつくそふとれんら〈かい

氏名(注� 1)V-Low帯会問ブロックソフト漣絡会

代表幹議事 森谷幸量産B(総式会社ニッポン放送}� 

10舎一843嘗 東京幸露子代ell&場事芸能町一了言 g餐� 3善寺

紙のとおり重量箆1)こ闘し、話Jr「携帯端末向けマルチメディア放送の実現に向けた制度装備案� 

を提出します。

注 1 法人3えは団体にあってl念、その名称及び代表者の氏名を記載すること。

主主2 用紙の3たきさは、� B::<ドヱ講義綴絡A夢iJ4番とすることo jJl)紙にはページ議長告を記設すること。



男1]紙様式

制緩所 ご意見一 斗ー 

官室主主法(昭和二十五年総事較第百三十一珍)第二 ;ゑ指針では「号室設計 l密の喜志笈は、 {中路)議護主主主第二十七条の十三第邸宅医各号iこ燦主主ずる潔1 
1七条の十三第一夜の士見交主iこ基づき、三O七・ |件'ii:i憶たしている防音育の委宣言ま…の場合は当該依然に対してするものとし、工以上の場合はそ!

ぷ級以上二二二馳以下のj寄淡数を俊燃する終定 lれぞれの市総について別表第ヌの基空襲によ号比車交年寄査を行い、当百五串言蓄のうち当言京総準への

基金堂筋の開設交に廃する指針 ;適合の度合いが長をも痛いーの京芸警にだしてするものとする。 iとなっている。

告書5夜 3事3号 |これは、このj電波数帯における、いわゆるハ}ド務災者を 1主主とすることであち、すなわち;

後続三子まえも一つに絞られるということである。受信機に対して後数のま支綴方まえの撚裁を淡す

ることなしよち  f援策な受係機の主義里見を可能とし、ぷく受信機令室普及さ殺ることが匁待でI"

るあのでゐ号賛成でiきる。
なお、主と較後援においては、日本区内で広く普及している設や育方式ゼみるおDB-Tと基本主主

衡を附じにするおDB-Tmmが、一紋消護者寺普の季:J後後  l;:対して優佼であることを考慮すべき

と考える。

胤 1-



意見書

平成  22年 3月 513

総務省

情報流通行政局

放送政策課 御中

千 102-8080

議禁議李会議会議官 1-7

マルチメディァ議議ビジネスフォーラム

だいひょう す智やま

代表杉山知之
ともゆき

「携帯端末i却すマルチメディア放送の実現iこ向けた制度整備議Jに弱し、宣言紙

の通り意見を援出いたします。



V-HIGHマルチメディア放送骨量j皮繋備業に対するパブコメ語意見 

2010/03/05 

[該滋箇所】

標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送僚の標準方式の一部を

改正する省令案第 3護震の二

[怠見]

情報滋信審議会より答申 tきれたマルチメディア放送の放送システムでは、 

VHF-LO官事警に適用会れる ISDB-Tsb方式を用いたマルチメディア放送が含まれて

おりますが、今回のl/l!J皮整備では、 VHF-LOW宇撃のマルチメディア放送に関する市j

皮整備が含まれておりません。当フォーラムi象地域ブロック別マルチメディア

放送おけるビジネスを検討しているワ…キンググループが多数あり、事業参入

を視野に日々研究者E愛ねております。今回、 VHF-LO時終マルチメディア放送の綴

度整備が行われなかった理由および今後の制度繋備のスケジュール後お伺いし

たい。

【該滋箆所】 

207 5MH以上 222捕Hz以下の周波数習を使用する特定基地局の開設に演す鰍 

る指針案 

[5意見]

特定義主地局の限警護について、世努力パー療に基づく指針に加え、道路施設カバ

ー率!こま基づく指針が示されたことは、移動受信用地上放送が、自勤務に搭載さ

れる受鐙機にて受憶されるという倒的!こ合致するものであります。平成 19年 

11 Fl26日「携帯嫌米向けマルチメディア放滋サービス等のをり方に関する

懇談会j の当フォーラムブレゼンにおいて F空白地稀だらけの大都市専照サー

ビスでは、主主議機のサーピス!こは使えないj と挙げた務題!こ対する改善策でも

あり、滋絡施設カバー率の導入lこ賛成いたし*す。

しかしながら、 5年以内のカバー軍事の下限が 50%ではサーどスエリア及び 

1'¥ーキングエリアの約半数でマルチメディア放送のサービスが事受できない可

能性があり、車で移動するユーザに対して事l便性が換なわれるだけでなく、ド

ライパーに対しての安全安心情報が充分に行き届かないことにもなりかねませ

ん。道路施設カバ一家も、全国の駅カバー率e:関等に S年以内に 70%以上と 

Tることを条件とすべきと考えます。

以Jニ


